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①地球は温暖化傾向にある

【出典】：気象庁【世界・日本の年平均偏差の経年変化】

【図①】世界・日本の年平均気温偏差
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年平均気温 １００年あたりの増加割合

世界 ０．７４℃

日本 １．３０℃

世界 日本

防災対策委員会設置の背景



②大雨の回数や土砂災害発生件数は増加傾向にある

平均年間約226回発生

1976年～1985年

平均年間約３２７回発生

２０１２年～２０２１年

【出典】：気象庁「全国（アメダス）の１時間降水量50㎜以上の年間発生回数」 4
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【図③】全国の土砂災害年間発生件数

【出典】：国土交通省「過去の都道府県別土砂災害発生件数
（平成１５年以降）」
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【図②】全国の大雨の年間発生回数

約１．４５倍に増加

2003年～2007年

平均年間1331件発生

2017年～2021年

平均年間1852件発生

約１．３９倍に増加

大雨 １９７６年～１９８５年 ２０１２年～２０２１年 増加割合

年間平均発生回数 約２２６回 約３２７回 約１．４５倍

土砂災害 ２００３年～２００７年 ２０１７年～２０２１年 増加割合

年間発生件数 1,331件 1,852件 約１．３９倍

大雨
土砂災害

防災対策委員会設置の背景



【出典】：災害の記録（京都府作成）

③市内において災害による被害が多数発生している

【表①】災害による市内の住宅等の被害状況
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発生年 災害名 住宅損壊被害 住宅浸水被害 被災者合計

２０１３年 台風第１８号 ８世帯２３名 ３７０世帯９４９名 ３７８世帯９７２名

年間合計 ３７８世帯９７２名

発生年 災害名 住宅損壊被害 住宅浸水被害 被災者合計

２０１８年

大阪府北部地震 ３１世帯６９名 - ３１世帯６９名

７月豪雨 ９世帯１６名 ４７世帯１２９名 ５６世帯１４５名

台風第２０号 ２世帯２名 ５２世帯１２０名 ５４世帯１２２名

台風第２１号 ２３０世帯５９０名 １世帯２名 ２３１世帯５９２名

９月７日の大雨 １４世帯４０名 ４３世帯１１０名 ５７世帯１５０名

年間合計 ４２９世帯1,078名

発生年 被災者合計

２０１３年 ３７８世帯 ９７２名

２０１８年 ４２９世帯1,078名

防災対策委員会設置の背景



④防災対策は重要であると考える市民が多い

0% 10% 20% 30% 40% 50% 60% 70% 80% 90% 100%

高齢福祉

健康づくりや医療の充実

良質な水の安定供給

交通安全・防犯の強化

防災・消防の強化

高い やや高い 普通 やや低い 低い 無回答

【図④】市民が考えるまちづくりに対する重要度の割合（上位５項目）

【出典】：第５次総合計画策定に係る亀岡市まちづくりアンケート（令和元年７月実施） 6

70.3％

設問 割合 全１１回答項目中の順位

防災・消防の強化 ７０．３％ 第１位

防災対策委員会設置の背景



防災対策委員会設置の背景（まとめ）

２０２１年４月 防災対策委員会設置 7

世界
• 地球温暖化の進行

日本
• 全国で災害が頻発

亀岡市

• 近年市内で災害による被害大

• 防災対策は市民ニーズ１位

防災対策はセーフコミュニティの重要課題のうちの１つ

防災対策委員会設置の背景
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防災対策委員会の構成状況

区分 所属団体 役職

市民団体等

１ 亀岡市自治会連合会

２ 亀岡市内自主防災会 委員長

３ 亀岡市消防団 副委員長

４ 亀岡市消防団

５ 亀岡市社会福祉協議会

６ 亀岡市民生委員児童委員協議会

７ ＮＰＯ法人亀岡子育てネットワーク

８ 亀岡国際交流協会

行政機関等

９ 京都府南丹広域振興局 総務防災課

１０ 亀岡消防署予防課

１１ 亀岡警察署警備課

１２ 亀岡市立中学校長会

１３ 亀岡市立小学校長会

１４ 亀岡市自治防災課 事務局

9

防災対策委員会（２０２３年6月）

構成 人数

市民団体等 ８名

行政機関等 ６名

合計 １４名

市民と行政がより
一体となって防災対
策に取り組む！

委員会の構成
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ヒアリングによる課題抽出
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実施時期 実施者 対象

２０２１年５月 防災対策委員会事務局 防災対策委員会構成団体

防災対策に関する課題整理

訓 練

• 地域の防災訓練などに対する市民参加率の不足

• 防災訓練などに参加する市民層の偏り

知 識

• 防災専門の人材が自治会や自主防災会などで不足

• 児童、生徒など、次世代防災リーダーへの訓練や防災啓発の機会不足

その他

• コロナ禍での防災訓練や防災イベントの実施制限



課題の裏付けデータ調査① 参加者の偏り

【図⑥】現在実施されている地域での災害対策（防災訓練など）への市民の参加割合

【出典】：亀岡市セーフコミュニティアンケート調査（平成28年度実施） 12

設問 割合

地域の防災訓練への参加意欲のある市民割合 61.4％

地域の防災訓練などへの市民参加率 １１．２％

防災対策に関する課題整理

【図⑤】今後実施される地域での災害対策（防災訓練など）に対する市民の参加意欲



防災士資格取得までの流れ

課題の裏付けデータ調査② 防災専門人材不足

【出典】：認定特定非営利活動法人 日本防災士機構

市内在住防災士数の不足
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都道府県・市町村名 防災士登録者数 人口10万人当たり防災士数 全国順位

愛媛県 14,878名 1,111名 1位

京都府 1,428名 ５５名 47位

全国平均 － １５７名 －

亀岡市 ５６名 ６５名 －

【表②】防災士認証登録者数（２０２０年９月末時点）

防災士とは？

防災に関する十分な意識と一定の知
識・技能を修得したことを、日本防災
士機構が認証した人

防災対策に関する課題整理

①防災士研修の
受講（２日間）

②防災士資格試
験の合格

③普通救命講習
の受講
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課題

• コロナ禍において
地域住民参加型訓
練の実施困難

方向性

• コロナ禍でも地域
での防災訓練を維
持、継続実施

対策

• A コロナ禍の地域
訓練継続支援プロ
グラム

課題

• 防災訓練などに参
加する市民層の偏
り

方向性

• コロナ禍でも防災
訓練参加者の裾野
を拡大

対策

• B 屋外大規模イベ
ント型防災訓練プ
ログラム

課題

• 防災専門人材や次
世代防災リーダー
育成機会不足

方向性

• 防災スキルを持っ
た防災リーダーの
養成

対策

• C 大人・こども防
災士養成プログラ
ム

課題解決のための方向性と対策
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実施の背景

従来

・本市は自治会単位で自主防災会が２３組織存在（組織率100％）
・地域の特徴に応じた訓練を地域主体で実施してきた

地域の特徴に応じた訓練をコロナ禍でも継続的に実施する
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コロナ禍での課題

従来型の地域住民参加型訓練
の実施が困難

セーフコミュニティの視点

コロナ禍でも防災訓練を維持・
継続できるよう支援・指導する

A コロナ禍の地域訓練継続支援プログラム



プログラムの概要（２０２１年・２０２２年実施）

課 題 コロナ禍において地域住民参加型の訓練を実施することが困難

目 標 コロナ禍における防災訓練の維持・継続

内 容 等
【内容】 地域の特性を活かした防災訓練に対し、市が支援・指導

【対象】 市内自治会・自主防災会、各種団体等が開催する防災訓練

短期目標
地域主体の防災訓練実施回数の維持
（年間７回）

【目標設定基準】
市内２３自主防災会の
1/3

長期目標
市内全域で地域主体の防災訓練を実施
（年間２３回）

【目標設定基準】
市内２３自主防災会で
各１回
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A コロナ禍の地域訓練継続支援プログラム



活動事例（その１）【馬路町防災訓練】
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備蓄物資取扱訓練

防災士による講演

実施日

• ２０２２年６月２６日（日）

参加者

• 自治会、自主防災会役員、民生委員など約３０名

訓練内容

• コロナ禍での地震及び大雨を想定した避難所開設
訓練

工夫点

• 訓練参加者を「避難者役」「避難所運営役」「備蓄物
資取扱役」に分け、３密を回避

• 地域からの要望により、日本防災士会の防災士が
訓練時の助言を実施

A コロナ禍の地域訓練継続支援プログラム
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活動事例（その２）【東つつじヶ丘防災訓練】

感染症対策資機材取扱訓練

避難所開設訓練

実施日

• ２０２２年１１月２０日（日）

参加者

• 自治会、自主防災会役員、消防団員など約３０名

訓練内容

• コロナ禍での感染症予防や要配慮者の避難想定訓練

工夫点

• 女性消防分団に訓練参加を呼びかけ、女性の視点に
配慮した訓練を実施

• 地域からの要望により、車いす利用者や乳幼児連れ
の親子など、多様な避難者を想定した訓練を実施

A コロナ禍の地域訓練継続支援プログラム
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活動実績と今後の課題

A コロナ禍の地域訓練継続支援プログラム

短期目標

地域主体の防災訓
練実施回数

年間７回

活動実績

２０２１年

８回実施

約２２０名参加

２０２２年

８回実施

約３００名参加

今後の課題

新型コロナウイル
ス感染症の位置付
けが5類に移行した
ことにより、防災訓
練実施地域を徐々
に拡大していく

コロナ禍で従来型の地域住民参加型訓練が実施困難となったが、地
域の特徴に応じた訓練をコロナ禍でも継続的に実施することができた
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課題

• コロナ禍において
地域住民参加型訓
練の実施困難

方向性

• コロナ禍でも地域
での防災訓練を維
持、継続実施

対策

• A コロナ禍の地域
訓練継続支援プロ
グラム

課題

• 防災訓練などに参
加する市民層の偏
り

方向性

• コロナ禍でも防災
訓練参加者の裾野
を拡大

対策

• B 屋外大規模イベ
ント型防災訓練プ
ログラム

課題

• 防災専門人材や次
世代防災リーダー
育成機会不足

方向性

• 防災スキルを持っ
た防災リーダーの
養成

対策

• C 大人・こども防
災士養成プログラ
ム

課題解決のための方向性と対策



実施の背景

従来

・本市では隔年で防災講演会や市主催の総合防災訓練を実施
・参加者の多くが４０代～６０代の男性
・学生・子育て世代などの若者や女性・外国人の参加者は少ない

コロナ禍でも若者や女性・外国人など、幅広い世代が参加しやすい防
災訓練を実施する
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コロナ禍での課題

従来型の大規模な防災訓練や
講演会が実施困難

セーフコミュニティの視点

コロナ禍でも子育て世代や学生、
女性、外国人など、幅広い市民の
防災訓練参加を促す

B 屋外大規模イベント型防災訓練プログラム



プログラムの概要（２０２１年実施）

課 題 防災訓練に参加する市民に偏りがある

目 標
コロナ禍でも子育て世代や学生、女性、外国人など、幅広い
市民に防災訓練に参加してもらう

内 容 等
【内容】

・屋外大空間での開催【３密の防止】
・体験ブースの設置【子育て世代参加者の獲得】
・外国人向け防災研修の実施【外国人参加者の獲得】
・イベントチラシの作成【幅広い市民へ周知】

【対象】 子育て世代や学生、女性、外国人など、幅広い市民

短期目標
コロナ禍でも訓練に参加したこと
のない市民の参加者の増加
(訓練参加者50０名）

【目標設定基準】
２０１９年総合防災訓練
での訓練参加者数
（2,000名）の1/4

長期目標

幅広い市民に防災訓練に参加して
もらい、訓練参加者をコロナ禍以前
の水準に戻す
(訓練参加者2,000名）

【目標設定基準】
２０１９年総合防災訓練
での訓練参加者数
（2,000名）
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B 屋外大規模イベント型防災訓練プログラム



亀岡市防災フェスタ２０２１

26イベントチラシ

B 屋外大規模イベント型防災訓練プログラム

実施日

• ２０２１年１０月１６日（土）

会場

• サンガスタジアムby KYOCERA及びかめきたサンガ広場

参加者

• 約７００人

イベント内容

• 防災講演会

• 避難訓練コンサート

• 大規模災害想定避難訓練

• 高層建物火災想定訓練

• 外国人向け防災研修会

• 防災体験、展示ブース
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活動事例（その１）

避難訓練コンサート 大規模災害想定避難訓練

B 屋外大規模イベント型防災訓練プログラム

防災講演会

防災講演会

• 講師：防災企業連合関西そなえ隊 前川 良栄 様

• テーマ：いのちを守るために～知ること、考えることからはじめませんか？～

避難訓練コンサート

• 演奏協力：亀岡中学校吹奏楽部

大規模災害想定避難訓練

• 線状降水帯による大雨の中、市内を震源とする震度７の地震発生を想定した避難訓練
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活動事例（その２）

要救助者救出訓練集団救急訓練集団避難訓練

B 屋外大規模イベント型防災訓練プログラム

集団避難訓練

• スタジアムやJR亀岡駅に隣接する指定緊急避難場所への避難誘導

集団救急訓練

• 亀岡消防署による負傷者のトリアージ等の実施

要救助者救出訓練

• スタジアムに隣接するホテルから要救助者を救出
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活動事例（その３）【外国人住民向け防災研修】

外国人住民向け防災研修 募集チラシ（やさしい日本語で作成）

B 屋外大規模イベント型防災訓練プログラム

参加者 合計１２名

• 中国人 ４名

• アメリカ人 ２名

• ベトナム人 ５名

• 日本人（付き添い） １名

研修内容

• ハザードマップの確認方法

• 避難所の受付体験 など
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活動事例（その４）【防災体験・展示ブース】

災害協定締結企業などによる展示自衛隊や消防車などの展示

B 屋外大規模イベント型防災訓練プログラム

出展団体 ２５団体

• 災害時に活動する自衛隊や消防車などの展示

• 災害協定締結企業などによる展示

内容

• こども連れの家族に喜ばれ、幅広い市民の防災イベント参加につながった
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活動実績と今後の課題

B 屋外大規模イベント型防災訓練プログラム

短期目標

防災イベントへの
参加者

５００名

活動実績

２０２１年

１回実施

約７００名参加

外国人参加者

１１名

今後の課題

新型コロナウイル
ス感染症の位置付
けが5類に移行した
ことにより、訓練参
加者を積極的に集
めていく

コロナ禍で従来型の大規模な防災訓練が実施困難となったが、親子
連れや外国人、学生など、新たな層が参加する訓練を実施することが
できた



32

１ • 防災対策委員会設置の背景

２ • 委員会の構成

３ • 防災対策に関する課題整理

４ • 課題解決のための方向性と対策

５

• 委員会で取り組むプログラム

• A コロナ禍の地域訓練継続支援プログラム

• B 屋外大規模イベント型防災訓練プログラム

• C 大人・こども防災士養成プログラム

６ • 活動実績と今後の計画

発表内容
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課題

• コロナ禍において
地域住民参加型訓
練の実施困難

方向性

• コロナ禍でも地域
での防災訓練を維
持、継続実施

対策

• A コロナ禍の地域
訓練継続支援プロ
グラム

課題

• 防災訓練などに参
加する市民層の偏
り

方向性

• コロナ禍でも防災
訓練参加者の裾野
を拡大

対策

• B 屋外大規模イベ
ント型防災訓練プ
ログラム

課題

• 防災専門人材や次
世代防災リーダー
育成機会不足

方向性

• 防災スキルを持っ
た防災リーダーの
養成

対策

• C 大人・こども防
災士養成プログラ
ム

課題解決のための方向性と対策



従来

・自治会や自主防災会などの防災専門人材の養成は、地域の自主性に任せ
ていた
・児童や生徒など若年層に対する防災啓発は、学校や家庭任せだった

●防災スキルを持った市民防災リーダーを養成するため、防災士資格
取得者を増加させる事業を実施する
●児童や生徒など、次代の地域防災を担う若年層の防災意識向上を目
指す事業を実施する 34

地域の課題

京都府における人口10万人当
たりの防災士数が全国最下位

セーフコミュニティの視点

自主防災会組織や消防団、学校
などと協力し、大人やこどもの防
災専門人材の養成が必要

実施の背景
C 大人・こども防災士養成事業



課 題
・自治会や自主防災会などで、防災専門人材不足である
・若年層に対する防災訓練や啓発の機会不足である

目 標
市独自で防災リーダー養成事業を実施し、防災スキルを持った市
民防災リーダーを増やす

内 容 等
【内容】

①市主催の防災士養成講座の実施
②児童・生徒などが対象の防災イベントの実施

【対象】
①自主防災会役員、要配慮者利用施設職員
②市内在住の小中学生や保護者

短期目標
①市内在住防災士数増加（年間５０名）
②こども対象の防災イベントへの参加
者増加（年間１０名）

【目標設定基準】
２０２０年９月末時点での
亀岡市の防災士資格取得
者数（５６名）

長期目標
①市内在住防災士数（年間５０名）の維持
②こども対象の防災イベントへの参加者
増加（年間２０名）

【目標設定基準】
２０２０年９月末時点での
亀岡市の防災士資格取得
者数（５６名）

35

プログラムの概要（２０２２年実施）

C 大人・こども防災士養成事業
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活動事例（その１）【亀岡市防災士養成事業】

普通救命講習演習課目

C 大人・こども防災士養成事業

実施日

• ２０２２年１０月８日（土）、９日（日）

参加者 ５２名

• 市内自主防災会からの推薦者

• 災害時要配慮者利用施設からの推薦者など

亀岡市防災士養
成講座の特徴

従来 対策 結果

会場面

府内に防災士養成講
座の受験会場がない
（近隣では大阪市内まで
通う必要あり）

市が府内自治体初とな
る研修実施機関の認証
を取得

養成講座を市内
で開催可能とした

費用面

資格取得には高額の
費用負担が発生
（約６万円が必要）

市が養成講座を自主開
催し、受講料を負担

受講者の費用負
担を約１．２万円に
抑えた
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活動事例（その２）【亀岡市こども防災士養成事業】

防災資機材取扱体験 防災食試食体験 こども防災士認定証交付式

C 大人・こども防災士養成事業

実施日

• ２０２２年１１月２６日（土）

参加者

• 市内小学４年生～６年生の児童と保護者 ９組２２名

訓練内容

• AEDなど防災資機材取扱訓練

• 防災食試食体験

• 体験型オンライン防災授業



大人防災士養成事業

38

活動実績と今後の課題

亀岡市の防災士数 実数 10万人当たり （全国平均）

前：２０２０年 ５６名 ６５名 （１５７名）

後：２０２３年 １２３名 １４３名 （１９８名）

C 大人・こども防災士養成事業

• 市内在住防災士数

• 年間５０名増加
短期目標

• ２０２２年 １回実施

• ５２名受講
活動実績

• 講座受講者数の継
続的な確保

今後の
課 題

こども防災士養成事業

• こども対象防災イベ
ント参加者１０名

短期目標

• ２０２２年 １回実施

• 親子９組２２名参加
活動実績

• 小中学校への事業
周知徹底

今後の
課 題
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１ • 防災対策委員会設置の背景

２ • 委員会の構成

３ • 防災対策に関する課題整理

４ • 課題解決のための方向性と対策

５

• 委員会で取り組むプログラム

• A コロナ禍の地域訓練継続支援プログラム

• B 屋外大規模イベント型防災訓練プログラム

• C 大人・こども防災士養成プログラム

６ • 活動実績と今後の計画

発表内容
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プログラム名 活動実績 活動計画（予定） 今後の計画

A コロナ禍の地
域訓練継続支
援プログラム

2021年

８回実施
約２２０名
参加

２０２２年

８回実施
約３００名
参加

2023年

実施

２０２４年

実施

２０２５年

実施

新型コロナウイルス感染症
の位置付けが5類に移行した
ことにより、防災訓練実施地
域を徐々に拡大

B 屋外大規模イ
ベント型防災訓
練プログラム

２０２１年

１回実施
約７００名
参加

２０２２年 ２０２３年 ２０２４年

実施

２０２５年
子育て世代や外国人など、

幅広い世代が参加できる防
災イベントを隔年で実施

C 大人・こども
防災士養成プ
ログラム

2021年 ２０２２年

１回実施

５２名受講

２０２３年

実施

２０２４年

実施

２０２５年

実施

防災士資格を特例取得可
能な消防団員への協力依頼

防災士資格取得者数の確保

2021年 ２０２２年

１回実施
親子９組
２２名参加

２０２３年

実施

２０２４年

実施

２０２５年

実施

市内小中学校への事業周
知徹底

こども対象の防災イベント
への参加者の拡大

今後は、ロジックモデルの採用により各プログラムを効率的に推進する

活動実績と今後の計画（まとめ）
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２０２３年の計画（予定）
プログラム名 従来の課題 活動計画（予定） 活動目標

A コロナ禍の地域訓練
継続支援プログラム

コロナ禍において地域住民参加
型の訓練を実施することが困難

新型コロナウイルス感染症の位
置付けが5類に移行したことによ
り、９月に開催される京都府総合
防災訓練に合わせ、市内全域で積
極的に地域拠点訓練を実施

２０２３年

２３回実施

B 防災に関する市民
意識調査プログラム

【新規】

従来から防災に関する各種事業
を実施してきたが、防災に特化し
た市民意識調査は未実施

国内認証取得にあたり、市民の
広い層に訓練に参加してもらうな
どの防災行動を取ってもらうため
の基礎データを取得する

２０２３年

１回実施

C 大人・こども防災士
養成プログラム

【防災士養成事業】
自治会や自主防災会などで、防
災専門人材が不足

１１月に市独自で防災士養成事業
を実施し、防災スキルを持った市
民防災リーダーを増やす

２０２３年

１回実施

【こども防災士養成事業】
若年層に対する防災訓練や啓発
の機会が不足

１１月に市独自で若年層対象の防
災イベントを実施し、若年層の防災
意識向上を図る

２０２３年

１回実施
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深める

亀岡市の防災活動の
特色

• 自主防災会・消防団を
核とした地域主体の取
り組みの継続・発展

広げる

「選ばれるまち」を目
指したチャレンジ

• 女性やこどもたちをは
じめ、幅広い年齢層の
市民が参加しやすい防
災イベントの開催

高める

より多くの市民が
主体的に、一人ひ
とりが「自分ごと」
として取り組むこ
とができる防災・
減災に向けた活動
を提案したい

今後の方向性



ご清聴ありがとうございました。

セーフコミュニティかめおか 防災対策委員会
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